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注意事項
 本資料は評価基準の概要及びよくある質問等を説明したものです。

 本資料はあくまで概要を⽰したものですので、リフォーム計画を⽴てる前には、「令
和７年度⻑期優良住宅リフォーム推進事業 住宅性能に係る評価基準※」を必ずご確認
ください。

 認定⻑期優良住宅型については、⻑期優良住宅（増改築）認定基準※（以下、「増改
築認定基準」という）が適⽤されます。当該基準については、以下ホームページをご
参照ください。

 本資料および評価基準の不明点については、評価室事務局にご相談ください。

※評価室のホームページに公開しています。http://r07.choki-reform.mlit.go.jp/

評価室事務局
メールアドレス 技術的相談 soudan@choki-reform.com
ＦＡＸ番号 03-5805-0533
電話番号 03-5805-0522 平⽇10:00〜16:00

（年末年始、及び12:00〜13:00を除く）

①⻑期優良住宅の普及の促進に関する法律関連情報（国⼟交通省）
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000006.html

②⻑期優良住宅について（⼀般社団法⼈住宅性能評価・表⽰協会）
http://www.hyoukakyoukai.or.jp/chouki/

※⻑期使⽤構造等とするための措置及び維持保全の⽅法の基準（平成21年国⼟交通省告⽰第209号）の
第３に定める増改築基準

※ ページ番号に がついているページは、昨年度から追加⼜は変更のあるものです。
※ ページ番号に がついているページは、今年度5⽉公開版から追加⼜は変更のあるものです。

省エネルギー対策

P122 下から8〜7⾏⽬を以下の通り修正
誤 エネファーム、エコキュートを補助対象とする場合、躯体･開⼝部と給湯器の両⽅の

既存状態が、性能に満たないことを確認できる資料
正 エネファーム、エコキュートを特定性能向上⼯事として補助対象とする場合、躯体･

開⼝部と給湯器の両⽅の既存状態が、評価基準に満たないことを確認できる資料

高齢者等、可変性、住戸面積、居住環境

P135 Q27 1の階の床⾯積について、階段室の⾯積は、階段下を居住スペースとして使⽤でき
る範囲について、天井⾼さに関係なく床⾯積に算⼊可とする。

P136 5⾏⽬に 、(補助対象になる増築⼯事は、右下資料で明⽰したものに限定)を追加
表下に「詳細は、「⼦育て世帯向け改修⼯事の内容」資料をホームページで確認してくだ
さい。https://r07.choki-reform.mlit.go.jp/doc/child_r07.pdf 」を追加

P145 5⾏⽬にある「⼦育て世帯向け改修⼯事の内容」を「防災性の向上・レジリエンス性の向
上改修⼯事の内容」に修正
表下に「詳細は、「防災性の向上・レジリエンス性の向上改修⼯事の内容」資料をホーム
ページで確認してください。 https://r07.choki-reform.mlit.go.jp/doc/bosai_r07.pdf」を追加

P160、162 以下を追加 「・オプションのシートに記載された事象の補修は補助対象になりま
せん。」

インスペクション

P157,P163,P164 内容に合わせて並べ替え 昨年度のP157をP163へ、P170(メモ)をP164へ
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昨年度からの主な変更
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JIS S2109:2011 94
JIS S3031 94

JIS C9220 3.0
2.7

JIS COP 4.7
94

JIS A4112
JIS A4113
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3 6 23

1 4 7

2 5 8
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■省エネルギー対策
⑮改修タイプBを適⽤する場合、対象室以外の⽞関ホールについても断熱化を図りた
い。開⼝部、壁、床、天井も補助対象になりますか。

よくある質問と回答

・改修タイプBで主たる居室とも
う２居室の開⼝部が断熱化され
た他、以下に該当する断熱化⼯
事は特定性能向上⼯事として補
助対象になります。
○その他の居室や⾮居室につ
いて開⼝部（室内に複数ある
場合は全部）の断熱化を図る
場合
○居室や⾮居室について、外
⽪に接する天井、壁、床のう
ちいずれか1種以上について、
対象室全体で評価基準に適合
するまで断熱化を図る場合
その他の場合はその他性能向
上⼯事になります。

・壁、床、天井のいずれかにつ
いて住宅全体で評価基準に適合
する場合も補助対象になります。

改修タイプBにおける
断熱化の必要な開口部

改修タイプBの断熱化対象
居室LDK＋２居室
この例では和室と主寝室

追加して開口部を断
熱化する範囲の例

・エネファーム、エコキュートを特定性能向上⼯事として補助対象とする場合、躯体･開⼝部と給湯器の
両⽅の既存状態が、評価基準に満たないことを確認できる資料を提出していただきます。具体的な提
出資料の内容等は、次ページで⽰します。

・既存状態の確認ができない場合、エネファーム､エコキュートについては、省エネルギー対策であって
も防災･レジリエンス性向上⼯事と同様に、補助対象⼯事費は45万円が上限になり、その他性能向上
⼯事になります。

・防災･レジリエンス性向上⼯事に補助対象額の上限が設けられたため、省エネルギー対策でもエネ
ファーム、エコキュートについて、補助対象とする場合の条件を設けます。 122

よくある質問と回答

■省エネルギー対策
⑯-1給湯器をエネファーム、エコキュートにする⼯事は、省エネ対策として補助対
象になりますか。
・既存の住宅の状況が評価基準を満たしておらず、リフォームにより評価基準を満たすよう
になれば、エネファーム、エコキュートも特定性能向上⼯事として補助対象になります。

【例1】既存の住宅が省エネルギー対策等級３に満たない状態から、躯体・開⼝部を断熱化、
エネファーム、エコキュートの⾼効率な給湯器を導⼊、省エネルギー対策の評価基準
（１）の①〜③のいずれかを満たすようになる場合

【例2】既存の住宅の躯体・開⼝部を断熱化、エネファーム、エコキュートの⾼効率な給湯
器を導⼊、省エネルギー対策の認定基準を満たすようになる場合

【例3】改修タイプA〜Dは、以下の状態から評価基準を満たすリフォームを⾏う場合
・対象とする居室の開⼝部･躯体の断熱性等が評価基準に満たない状態 かつ
給湯器がエネファーム､エコキュートではない状態
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